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羽村市の財政状況 

＜注＞ 

※本書においては、特に断りのない場合、普通会計を基準としています。羽村市では、一般会計と土地区画整理事業

会計を合わせ、介護サービス事業分、重複額などを控除したものになります。 

※26 市とは、羽村市を含めた東京都内の市を指します。 

※市民一人あたりの数値は１月１日現在住民基本台帳人口を基準としています。（平成 26 年１月１日 56,837 人） 

※表・グラフにおいて、四捨五入の関係から総額と内訳合計額が一致しない場合があります。 

※平成 25 年度財務書類は作成中のため、完成しだい追記した改訂版を発行予定です。 

 

羽村市の財政は、市税収入が減少傾向にある中で、少子高齢化に伴う社会保障関係費や

公共施設の耐震化、維持補修のための経費などが増加している状況にありますが、経常的

経費の削減や歳入の確保を図りながら、健全で安定的な財政運営に努めています。 

 

羽村市の会計区分 

地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分されていますが、地方公共団体の財

政の規模は、各々の団体によって設置される特別会計も違えば、一般会計が網羅する範囲

も違うため、単純な比較ができません。 

このため、総務省が実施する「地方財政状況調査」では、普通会計という共通の基準に

よる統計上の会計区分を設定して、各団体間の財政比較が可能となるようにしています。 

羽村市の会計は以下のとおりです。 

 

普通会計（一般行政部門の会計） 

一 般 会 計 
羽村駅西口土地区画 

整理事業会計 

公営事業会計（その他の会計） 

水道事業会計 

公営企業会計 

下水道事業会計 

国民健康保険 

事業会計 

後期高齢者 

医療会計 
介護保険事業会計 
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決算の概要 

平成 2５年度決算の概要 

 

◇ 歳入 

214 億 7,308 万円（前年度比 9 億 4,654 万円、4.6％増） 
 

主要財源である市税、地方交付税が減額となる一方、繰入金が増加したことなどにより、

前年度と比較して 9 億 4,654 万円（4.6％）の増となりました。 

 

◇ 歳出 

208 億 4, 693 万円（前年度比 8 億 6,175 万円、4.3％増） 
 

庁舎耐震改修等工事などの普通建設事業費並びに障害福祉サービス費などの扶助費が増

となるとともに、積立金の増などにより、前年度と比較して 8 億 6,175 万円（4.3％）の増

となりました。 

 

◇ 決算収支 

実質収支 5 億 9,170 万円 （前年度比 6,187 万円増） 

単年度収支 6,188 万円 （前年度比 2,384 万円減） 

実質単年度収支 2 億 7,317 万円 （前年度比 7,701 万円減） 
 

実質収支は 5 億 9,170 万円となり、黒字で決算を締めくくることができました。 
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決算の概要 
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＜注＞ 

※経常収支比率については 14 頁、公債費負担比率については 15 頁を参照してください。 

※26 市平均の出典…「平成 25 年度 市町村決算状況調査結果」（平成 26 年 12 月 東京都総務局行政部市町村課） 

 

決算の推移 

平成 20 年度以降、歳入は 200 億円台で推移しています。 

また、実質収支比率は 3～5％台の適正な範囲で推移しています。 

 

主な財政指標 

市の財政状況を示す主な財政指標は次のとおりです。 

区 分 平成 25 年度 平成 24 年度 増 減 
25 年度 

26 市平均 

実質収支比率    （％） 5.3 4.7 0.6 5.9 

経常収支比率    （％） 94.9 95.7 △0.8 91.0 

公債費負担比率   （％） 8.2 8.6 △0.4 9.4 

実質公債費比率   （％） 2.7 4.0 △1.3 1.7 

財政力指数 
３か年 0.946 0.948 △0.002 0.960 

単年度 0.953 0.944 0.009 0.958 
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歳入の状況 

 

市税：     市が課税権の主体である地方税。 

譲与税・交付金：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車

取得税交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金等、地方特例交付金、交通安全対策特別交付

金などが含まれます。 

地方交付税：  国税 5 税の一定割合の額を原資とし、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域において

も一定のサービスを提供できるよう財源を保障するため、国から地方に交付されるもの。 

国庫支出金：  国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称。 

都支出金：   都が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称。 

市債：     市が資金調達のために負担する債務のうち、その返済が一会計年度を超えて行われるもの。 

市税

101億6,688万円
47.4%

譲与税・

交付金
12億5,905万円

5.9%
地方交付税

4億9,941万円
2.3%

分担金・

負担金
2億502万円

1.0%

使用料・

手数料
4億3,512万円

2.0%

国庫支出金

27億9,441万円
13.0%

都支出金

30億4,268万円
14.2%

市債

9億2,800万円
4.3%

その他

21億4,251万円
9.9%

歳入決算額の内訳（平成25年度）

歳入合計
214億7,308万円

歳入の内訳 

歳入構成比は、市税が 47.4％と半分近くを占め、都支出金、国庫支出金と続いています。 

市債は、9 億 2,800 万円を借り入れ、構成比は 4.3％となりました。 
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歳入の状況 

市民税

40億2,380万円
39.6%

個人分

34億7,091万円
34.2%

法人分

5億5,289万円
5.4%

固定資産税

47億4,760万円
46.7%

都市計画税

8億1,237万円
8.0%

軽自動車税

6,493万円
0.6%

市たばこ税

5億1,818万円
5.1%

市税合計
101億6,688万円

市民税

40億2,380万円
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0.6%

市たばこ税
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5.1%

市税決算額の内訳（平成25年度）

市税合計
101億6,688万円
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市税

譲与税・

交付金
地方交付税

分担金・

負担金
使用料・

手数料
国庫支出金

都支出金

市債

その他

歳入の推移 

主要財源である市税は、平成 20 年度以降、減少傾向にあります。 

 

市税の状況 

市税収入は 101 億 6,688 万円で、前年度と比較して 600 万円ほど減少しました。 

市税の構成割合は、固定資産税が 46.7％と最も高く、市民税、都市計画税、市たばこ税

と続いています。 

歳入全体に占める市税の割合は 47.4％で、前年度より 2.2 ポイント下回りました。 

なお、全庁的な市税収納対策を実施し、徴収率の向上に努め、自主財源の確保を図りま

した。 
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歳入の状況 

－ ＝

基準財政需要額
－

単位費用 基準財政収入額
 ×

測定単位
（統計数値など） 標準的な地方税収入

 × ×
 補正係数 基準税率（75％）

＋
各種交付金・譲与税

基準財政需要額 基準財政収入額 交付基準額

＜注＞ 

※国の一定のルールに基づき算定された「基準財政需要額」と「基準財政収入額」の差により、普通交付税の交付・

不交付が決定されます。普通交付税は、基準財政需要額より基準財政収入額が少ない場合は差額分を補うために交

付されますが、多い場合は交付されません。 
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市民税法人分

固定資産税
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歳入に占める

市税の割合

普通交付税の状況 

普通交付税制度は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、住民が標準的なサービス

を受けられるようにするため、国が徴収した税（所得税・法人税・酒税・消費税・たばこ

税）の一定割合を地方公共団体に配分するものです。 

 

◇ 普通交付税の算定方式 

次のようなしくみで普通交付税の額が算定されています。 
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歳入の状況 

8,146
8,580

8,919
9,181

8,943

8,549

7,690
7,601 7,586

7,7927,723 7,733
7,841

7,929 7,976 7,881 8,015 8,077 8,040
8,171

0 0 0 0 0 0
325 475 454 379

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（百万円）

（年度）

普通交付税交付額の推移 基準財政収入額

基準財政需要額

普通交付税交付額
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◇ 平成 25 年度普通交付税の算定結果 

平成 25 年度は、当初算定では臨時財政対策債振替前の基準財政需要額が、単位費用の

減額などにより、対前年度比 3,097 万円の減となりましたが、臨時財政対策債発行可能額

が算定方式の変更に伴い減少したことから、臨時財政対策債振替後の基準財政需要額が対

前年度比で 1 億 3,162 万円増加したこと、また、基準財政収入額については、市民税法人

税割の増などにより対前年度比で 2 億 602 万円増加したことから、臨時財政対策債振替後

の基準財政需要額と基準財政収入額との差引きでは、3 億 7,914 万円の財源不足額が生じ、

調整の結果、3 億 7,374 万円の交付決定を受け、前年度に引き続き「交付団体」となりま

した。また、平成 25 年度の臨時財政対策債の発行可能額については、7 億 2,211 万円とな

りました。 

その後、国の第 1 号補正に基づき、普通交付税の調整額の復活に要する額が追加交付さ

れたことから、変更決定後の交付額は 3 億 7,914 万円となりました。 
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歳出の状況 

 

議会費：議会運営などの経費 

総務費：庁舎管理、徴税、戸籍などの行政運営経費 

民生費：高齢者、児童、障害者などの福祉の充実などの経費 

衛生費：市民の健康を守ること、ごみ処理などの経費 

労働費：勤労者の福祉、働く場の提供などの経費 

農林費：農業、畜産業の振興などの経費 

商工費：商工業・観光の振興、消費者行政などの経費 

土木費：道路、公園や市街地の整備などの経費 

消防費：火災や地震などの災害に備えるための経費 

教育費：学校教育や文化・スポーツの振興などの経費 

公債費：借入れた市債の返済金 

 

議会費

2億5,692万円

1.2%

総務費

31億3,739万円

15.0%

民生費

92億6,514万円

44.5%

衛生費

21億203万円

10.1%
労働費

1億3,829万円

0.7%

農林費

3,012万円

0.1%

商工費

2億5,532万円

1.2%

土木費

15億1,668万円

7.3%

消防費

7億7,213万円

3.7%

教育費

21億7,855万円

10.5%

公債費

11億9,436万円

5.7%

歳出目的別決算額の内訳（平成25年度）

歳出合計
208億4,693万円

 

歳出決算総額は 208 億 4,693 万円で前年度と比較して 8 億 6,175 万円（4.3％）の増加

となりました。 

歳出の内容を分析するため、「目的別経費」と「性質別経費」の二つの分類方法により見

ていきます。 

 

目的別経費 

目的別経費は、支出の目的により分類するものです。 

目的別経費の構成比の順位は、１位が民生費、２位が総務費、３位が教育費となってお

り、この３つで全体の７割近くを占めています。 

推移を見ると、民生費が増加傾向にあることがわかります。 
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歳出の状況 
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歳出の状況 

 

人件費    ：職員の給与や市議会議員の報酬などの経費 

扶助費    ：高齢者、児童、障害者などを援助するための経費 

公債費    ：借入れた市債の返済金 

普通建設事業費：社会資本形成となるもので、災害復旧事業費以外の建設事業費 

物件費    ：賃金、旅費、役務費、委託料などの消費的経費 

維持補修費  ：市が管理する公共施設などを修繕・維持するための経費 

補助費等   ：各種団体への助成金や一部事務組合への負担金などの経費 

積立金    ：特定の目的のために設けられた基金などに対する経費 

繰出金    ：特別会計に移動されて支出される経費 

 

義務的経費

102億5,613万円

49.2%

人件費
34億5,647万円

16.6%

扶助費

56億530万円

26.9%

公債費

11億9,436万円

5.7%

投資的経費

12億3,961万円

5.9%

物件費
30億5,385万円

14.7%

維持補修費

1億5,065万円

0.7%

補助費等

29億2,347万円

14.0%

積立金

9億4,799万円

4.6%

繰出金
22億7,523万円

10.9%

歳出性質別決算額の内訳（平成25年度）

歳出合計
208億4,693万円

 

性質別経費 

性質別経費は、支出した対象の経済的性質により分類するものです。 

支出が義務づけられ、任意に削減できない義務的経費（人件費、扶助費、公債費）、投資

的経費（普通建設事業費など）、その他の経費（物件費、維持補修費、補助費等、積立金、

繰出金など）に分類されます。 
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歳出の状況 
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基金と市債の推移 
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財政調整基金積立額 特定目的基金など積立額

財政調整基金取崩額 特定目的基金など取崩額

0 0 0 0 0 0
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1,235
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1,288
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505 506 509
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581

526 517 518
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6,000

8,000
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基金残高の推移

財政調整基金

公共施設整備基金

福祉のまちづくり基金

羽村駅西口都市開発整備基金

教育振興基金

生涯学習施設整備基金

その他

基金の状況 

基金は、一般家庭の「貯金」にあたります。将来の財政運営に備えて積み立てておき、

年度間の財源調整や計画事業の実現などに活用しています。 

平成 25 年度末の基金残高は 50 億 2,400 万円で、前年度末に比較して 1 億 3,300 万円の

増加となりました。 

財政調整基金は、当初予算において 8 億 8,600 万円を繰り入れていましたが、「行財政改

革基本計画」に基づき、財源の確保などに全庁を挙げて取り組んだことにより、約 5 割を

繰り戻し、さらに 6 億 6,200 万円を積み立てることができ、平成 25 年度末の残高は、24

億 9,500 万円となりました。 

また、特定目的基金については、それぞれの事業執行のため 3 億 6,300 万円を取り崩し

た一方で、健康で安心して暮らせるまちづくり基金、特定防衛施設周辺整備調整交付金事

業基金などへの積み立てを行った結果、平成 25 年度末の残高は、25 億 2,700 万円となり

ました。 
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基金と市債の推移 
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市債の状況 

市債は、一般家庭の「借金（ローン）」にあたります。 

公共施設などの大規模な建設事業等を行う場合には、多額の費用を必要とするため、借

入れを行い長期間にわたり返済するものです。市債には財源を補う目的のほかに、将来そ

の公共施設などを利用する人にも公平に負担していただくという目的（世代間負担の公平）

もあります。 

 平成 25 年度の市債借入額は 9 億 2,800 万円で、年度末の市債残高は 121 億 1,400 万円

となりました。今後も、将来の財政負担を考慮しながら計画的に市債の借入れを行い、財

源として有効に活用していきます。 

 

庁舎耐震改修等事業債 8,500 万円、富士見霊園拡張等整備事業債 4,500 万円、 

臨時財政対策債 7 億 2,000 万円、羽村駅西口土地区画整理事業債 7,800 万円 
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財政構造の弾力性 
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地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには、そのための

財源を確保することが必要となり、その財源の確保の程度を財政構造の弾力性といいます。 

経常収支比率 

財政の弾力性を示す経常収支比率は、前年度より 0.8 ポイント低下し 94.9％となりまし

た。今後も少子高齢社会を背景に、扶助費などの経常的経費の増加が見込まれますが、行

財政改革を通じ、効率的な財政運営を図り、比率の縮減に努めていきます。 

 

 

 経常経費充当一般財源 
経常収支比率 ＝             × 100（％） 

経常一般財源等※ 

※減税補てん債（H14～18）、減収補てん債（H19～23）、臨時財政対策債を含む 
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財政構造の弾力性 
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公債費負担比率 

公債費負担比率は、一般財源の総額に対し、これまでに借り入れた地方債の元利償還金

に充てられた一般財源（公債費充当一般財源等）が占める割合です。この比率は財政構造

の弾力性を見る尺度の一つで、15％を超えると黄信号、20％を超えると赤信号とされてい

ます。 

公債費負担比率は 8.2％となり、前年度よりも 0.4 ポイント下がりました。依然として低

い数値を維持しています。26 市の平均は 9.4％となっています。 

今後も公債費が市財政を圧迫しないよう計画的な借入れに努めます。 

 

 

 

 

 公債費充当一般財源等 
公債費負担比率 ＝             × 100（％） 

 一般財源総額※ 

※歳出総額充当一般財源等＋歳計剰余金充当一般財源等 
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健全化判断比率・資金不足比率 

※会計ごとに算定

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

地
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公
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一般会計等
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比
率
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質
公
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費
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率

将
来
負
担
比
率

制度の概要 

平成 19 年 6 月、地方公共団体の財政の健全化に資することを目的として「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律」が制定されました。 

この法律に基づく「健全化判断比率」および「資金不足比率」については、平成 19 年

度決算から算定し、監査委員の審査を行い議会に報告するとともに、公表することとなっ

ています。 

また、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合または資金不足比率が経

営健全化基準以上になった場合は、議会の議決を経て、財政健全化計画などを策定し、計

画的に健全化に向けて取り組まなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全化判断比率等の対象 
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健全化判断比率・資金不足比率 

＜注＞ 

※早期健全化基準（イエローカード） 

4 指標のいずれかがこの基準値以上になると「早期健全化団体」となり、「財政健全化計画」の策定が義務付

けられ、議会の議決を経て定め、都知事（国）へ報告することになります。 

※財政再生基準（レッドカード） 

3 指標のいずれかがこの基準値以上になると「財政再生団体」となり、「財政再生計画」の策定が義務付けら

れ、議会の議決を経て定め、都知事を経由して総務大臣へ報告することになります。 
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実質赤字比率

※実質赤字比率については、赤字額がないため「-」となります。

健全化判断比率 

健全化判断比率は、一般会計等の実質赤字の比率を示す「実質赤字比率」、全ての会計の

実質赤字の比率を示す「連結実質赤字比率」、公債費および公債費に準じた経費の比重を示

す「実質公債費比率」、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負担を捉え

た比率である「将来負担比率」の４指標であり、平成 25 年度決算における数値は次のと

おりで、いずれの比率も早期健全化基準以下となっています。 
 

◇ 実質赤字比率 

前年度に引き続き、実質赤字比率はありません。 

 

 

 
 
 
 

 

 一般会計等の実質赤字額 
実質赤字比率 ＝              × 100（％） 

標準財政規模 

※一般会計等の実質的な赤字額の、標準的な収入（標準財政規模）に対する割合です。これにより、財政の規模に対

して単年度の実質的な赤字額がどのくらいの割合を占めているかわかります。 
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健全化判断比率・資金不足比率 
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連結実質赤字比率

※連結実質赤字比率については、赤字額がないため「-」となります。

◇ 連結実質赤字比率 

前年度に引き続き、連結実質赤字比率はありません。 

 

 

 

 

 
 

 

 連結実質赤字額 
連結実質赤字比率 ＝          × 100（％） 

標準財政規模 

※一般会計に各特別会計の実質赤字額、公営企業の資金不足額を加えた、市の全会計の実質的な赤字額の、標準的

な収入（標準財政規模）に対する割合です。これにより、全会計を合算した単年度の赤字の状況について見るこ

とができます。 
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健全化判断比率・資金不足比率 
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◇ 実質公債費比率 

実質公債費比率は、前年度の 4.0％から 1.3 ポイント低い 2.7％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 （地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金）－ 

 （特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
実質公債費比率 ＝                              × 100（％） 
（3 か年平均）   標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

※一般会計等が負担する実質的な返済額（元利償還金および準元利償還金）の、標準的な収入（標準財政規模）に対

する割合で、3 か年間平均により表します。 
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健全化判断比率・資金不足比率 

◇ 将来負担比率 

前年度に引き続き、将来負担比率はありません。これは、下水道事業会計や西多摩衛生

組合の地方債償還が進んだことなどにより、将来負担比率の算定項目である将来負担額の

一部である公営企業債等繰入見込額および組合等負担等見込額が減少しているためです。 
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将来負担比率

※平成23から25年度の将来負担比率については、将来負担額がないため「-」となります。
 

 
 
 
 
 
 

 将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額  
 ＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率 ＝                               × 100（％） 
 標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

※市債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、一部事務組合等負担等見込額、退職手当負担見込額など、一般会

計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準的な収入（標準財政規模）に対する割合比率です。 
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健全化判断比率・資金不足比率 

＜注＞ 

※経営健全化基準 

資金不足比率がこの基準値以上になると「経営健全化団体」となり、「経営健全化計画」の策定が義務付けら

れ、議会の議決を経て定め、都知事を経由して総務大臣へ報告することになります。 

 

20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 

- - - - - -
0

5

10

15

20

H20 H21 H22 H23 H24 H25

（％）

（年度）

資金不足比率の推移 経営健全化基準

水道事業会計・下水道事業会計

※資金不足比率については、赤字額がないため「-」となります。

資金不足比率 

市で対象となる企業会計は、水道事業会計および下水道事業会計であり、前年度に引き

続き資金不足比率はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資金の不足額  
資金不足比率 ＝         × 100（％） 

事業の規模 

※公営企業会計ごとの事業の規模に対する資金の不足額を示す比率です。 
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市民一人あたりの数値 

議会費 総務費 民生費 衛生費

議会運営に 庁舎の管理や徴税、戸籍、 高齢者、児童、 市民の健康を守ることや

広報、選挙など行政運営に 障害者などの福祉の充実に ごみ処理などに

労働費 農林費 商工費 土木費

勤労者の福祉、 農業、畜産業の振興に 商工業・観光の振興、 道路、公園や市街地の

働く場の提供などに 消費者行政に 整備に

消防費 教育費 公債費 諸支出金

火災や地震などの 学校教育や 借入れた市債の返済に その他

災害に備えて 文化・スポーツの振興に

災害により生じた

被害の復旧

分担金・負担金地方交付税

3,607円8,787円22,152円

国庫支出金

49,165円
都支出金

市税

178,878円
譲与税・交付金

基金残高

88,401円

4,520円 163,012円

0円

4,492円 26,685円

53,533円
市債

16,327円

36,984円55,200円

使用料・手数料

7,656円

213,141円
市債残高

その他

37,696円

0円
災害復旧費

13,585円 38,330円

2,433円

21,014円

530円

歳入
377,801円

歳出
366,785円

積立
16,679円

取崩
14,323円

借入
16,327円

返済
21,014円

借用書

金○○円也

市民一人あたりの財政状況 

平成 25 年度の市民一人あたりの歳入は 37 万 7,801 円、歳出は 36 万 6,785 円です。   

どのような収入があり、どのような目的に支出されたか、以下をご覧ください。 

平成 25 年度 市民一人あたりの財政状況 
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市民一人あたりの数値 
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万円 市民一人あたり基金残高
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万円 市民一人あたり市債残高

市民一人あたりの基金残高 

平成 25 年度末の市民一人あたりの基金残高は、8 万 8,401 円（26 市平均 5 万 8,518 円）

です。 

市民一人あたりの市債残高 

平成 25 年度末の市民一人あたりの市債残高は、21 万 3,141 円（26 市平均 20 万 6,677

円）です。 

 

 

 

 

 

26 市中 1 番多い市 

26 市中 5 番目に多い

 

26 市中 1 番少ない

 

26 市中 15 番目に少ない 

これからも市民のみなさんに、 

羽村市の財政状況に興味をもって 

もらえるように、できるだけわかり 

やすくお知らせしていくりん。 
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